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－総括１－

新規事業及び重要事業総括表

Ⅰ 総 額

【埼玉県流域下水道事業会計】

区分 平成２５年度 平成２４年度 伸び率

予算総額 ６２,０９５,９４５ 千円 ５８,００４,６８７ 千円 ７．１％

収益的支出 ３３,６７１,３９４ 千円 ３１,４２７,５９２ 千円 ７．１％

資本的支出 ２８,４２４,５５１ 千円 ２６,５７７,０９５ 千円 ７．０％

Ⅱ 主な新規事業および重要施策 （単位 千円）

１ 震災に強いまちづくり
Ｐ１ 下水道施設の震災対策の推進 ８，７５９，５８２

２ 新たな成長を導く次世代ビジネスの振興
Ｐ２ 下水道分野における水ビジネスの推進 １１，５７８

３ 川の再生
Ｐ３ 下水道事業による「川の再生」の推進 ７，０４９，０６９

４ 環境に配慮した産業社会の構築
Ｐ４ 下水道施設の温暖化対策の推進 ２，６７５，６４０

５ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進
Ｐ４ 下水汚泥の固形燃料化の推進 １，８６５，６４０（再掲）



－１－

下水道施設の震災対策の推進

担当 下水道管理課 建設担当

内線 ５４５６

１ 目 的

下水道施設の多くは耐震に関する基準が強化された平成９年以前に建設されており、

地震に対する脆弱性が懸念されている。

このため、地震対策を推進し施設の機能向上を図るとともに、老朽化対策を推進し

施設の安全性の向上を図っていく。

２ 事業の内容

（１）下水道施設の地震対策の推進

平成２５年度は地震対策計画における緊急対策（５か年）の最終年度であり、大規

模地震時においても各処理場で最低限の水処理を継続できる機能を確保する。

・水処理施設の耐震補強や継手部の可とう化＊の実施

・応急対策に必要な災害用資機材の整備

・緊急輸送道路下のマンホールの浮上防止対策の実施

＊ 可とう化：曲がったり、伸びたり、縮んだりできる構造にすること。

さらに、平成２６年度以降の次期地震対策計画を策定し、下水道施設の耐震性能を

段階的に向上させていく。

地震対策（施設の耐震補強） 地震対策（マンホールの浮上防止）

（２）下水道施設の老朽化対策の推進

平成２３年度に策定した下水道設備を対象とする長寿命化計画により、施設の

老朽化対策（長寿命化）を図り、重大事故の発生や機能停止を未然に防止する。

３ 平成２５年度予算額 ８，７５９，５８２千円

（１）下水道施設の地震対策の推進 ２，２０８，３９５千円

（２）下水道施設の老朽化対策の推進 ６，５５１，１８７千円

補強前 補強後
液状化による被災例



－２－

下水道分野における水ビジネスの推進

担当 下水道管理課 政策企画担当

内線 ５４４８

１ 目 的

世界的な水問題の解決に貢献するとともに、民間企業のビジネスチャンスを創出する

ため、本県下水道事業における水ビジネスの海外展開への取組を推進する。

２ 事業の内容

（１）タイでの技術協力（ＪＩＣＡ草の根技術協力事業）

地方公共団体から下水道施設の維持管理を受託しているタイ下水道公社に対し、

職員を派遣し、現地技術指導を行う。また、タイ下水道公社の職員を実務研修生

として受け入れる。技術協力を通じて、タイ関係機関との友好協力関係を構築し、

水ビジネスへのきっかけとする。

（２）下水道ハブ（国際展開拠点）＊による水ビジネスの推進等

下水道ハブ（国際展開拠点）への参画や下水道グローバルセンターをはじめとする

国内における連携、県内企業との協力により、海外の情報やニーズを把握し、水ビジ

ネスを推進する。

＊ 下水道ハブ（国際展開拠点）： 国土交通省が下水道技術のショーケースとなる地方公共団体を

登録する。（平成２４年度に６都市が登録済）

関係機関から紹介された海外からの視察団を受け入れ、下水道

事業をＰＲする。

３ 平成２５年度予算額 １１，５７８千円

（１）タイでの技術協力（ＪＩＣＡ草の根技術協力事業） ９，５０６千円

（２）下水道ハブ（国際展開拠点）による水ビジネスの推進等 ２，０７２千円

埼玉県

下水道局

タイ王国

下水道公社

職員の派遣
（４人×２週間×２回/年）

実務研修生の受入
（５人×２週間×１回/年）

平成24年度から３年間

対象地域



－３－

下水道事業による「川の再生」の推進

担当 下水道管理課 建設担当

内線 ５４５６

１ 目 的

雨天時における河川の水質悪化を改善するため、合流式下水道＊の対策に取り組む。

また、東京湾の富栄養化防止と河川水質の向上を図るため、窒素及びリンの

除去を目的とした高度な処理に対応した水処理施設を導入する。

これらの取組により「川の再生」に貢献していく。

＊ 合流式下水道：汚水、雨水を分離せずに同一の管きょで排除する方式で、

古くから下水道事業を行っている都市で採用されている。

２ 事業の内容

（１）合流式下水道の改善

３つの流域下水道で、関係市の対策と並行し、雨水滞水池の設置や雨水沈殿池の

改造及びバイパス管の設置を実施する。

平成２５年度は計画の最終年度であり、関係市の対策とあわせて効果を発現する

ことにより、雨天時の河川水質の改善を図る。

（２）高度処理施設の導入

高度処理施設を導入することにより、放流水質の向上を図り、河川水質の改善に

貢献する。平成２５年度は、中川流域の９号水処理施設の建設を引き続き行うほか、

荒川左岸南部流域の２､８号及び中川流域の１０号水処理施設の設計を行う。

３ 平成２５年度予算額 ７，０４９，０６９千円

（１）合流式下水道の改善 ４，９２７，０６０千円

（２）高度処理の導入 ２，１２２，００９千円

河川

水循環センター
貯留施設の設置

合流管 吐口

流域下水道の対策関係市の対策

雨水滞水池の設置又は

雨水沈殿池の処理能力向上バイパス

管の設置

スクリーンの設置



－４－

下水道施設の温暖化対策の推進

担当 下水道管理課 建設担当

内線 ５４５６

１ 目 的

水循環センターから排出される温室効果ガスを削減し、地球温暖化対策に資する。

２ 事業の内容

（１）下水汚泥の高温焼却の推進

流動焼却炉の燃焼温度を高温化（800℃から 850℃以上に上げる）することにより、

温室効果ガスの排出量をＣＯ２換算で約６割削減する。

（２）下水汚泥の固形燃料化の推進

新河岸川水循環センターの老朽化した焼却炉の更新に合わせ、下水汚泥を加熱・炭

化し固形燃料を生成する固形燃料化施設（処理能力１００ｔ／日×２基）を

整備することにより、温室効果ガスの排出量をＣＯ２換算で約６割削減する。

また、これまでセメント原料化を中心としていた下水汚泥の有効利用の多様化を

図る。

３ 平成２５年度予算額 ２，６７５，６４０千円

（１）下水汚泥の高温焼却の推進 ８１０，０００千円

（２）下水汚泥の固形燃料化の推進 １，８６５，６４０千円

高温焼却導入スケジュール

固形燃料化施設導入スケジュール

流域名 焼却炉名 内容 H24 H25 備 考

H26 供用開始

H28 供用開始

H26 供用開始

2号炉
中川

荒川左岸南部 工事

工事

設計3号炉

4号炉

流域名 内容 H25 H27H26

●供用開始

設計

工事
荒川右岸

H23 H24


